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主要市場指標基準値：

• 米国 S&P 500 指数: 7,543.64 pt (2026年7月9日終値)

• 日本 日経平均株価: 68,557.73 円 (2026年7月10日終値)

• 米国 政策金利 (実効フェデラルファンド金利): 3.63%

• 日本 政策金利 (無担保コール翌日物金利): 1.00% (2026年6月利上げ実施後)

【重要免責事項】
本レポートは、記述された株式市場および個別銘柄に関する客観的データの収集、統計的推計、およびアナリスト自身の主観的
評価を統合した分析レポートであり、特定の金融商品の売買、投資勧誘、または運用助言を行うものではありません。本情報の
正確性、完全性について万全を期していますが、将来の運用成果を保証するものではありません。実際の投資判断は、ご自身の
責任と判断において行われますようお願い申し上げます。 
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第1部：株式市場全体の構造分析と中短期見通し

1. 主要市場・地域の現状（2026年7月現在）

事実 米国株（S&P  500:  7,543.64  pt）: 2024～2025年にかけてのAIブーム、およびFRBの段階的利下げ
（5.25-5.50%のピークから現在3.63%水準へ移行）を背景に、歴史的高値圏を維持している。EPS成長は大型テッ
ク企業が牽引しているが、株価バリュエーション（フォワードPER  23～25倍）は過去平均より明確に割高圏にあ
る。

事実 日本株（日経平均:  68,557.73 円）: デフレからの完全脱却、企業のコーポレートガバナンス改革の継続、
及び継続的な賃上げを背景に名目ベースの株価が急拡大している。日本銀行は2026年6月に政策金利を1.00%に引
き上げており、超低金利時代の終焉を明確に告げた。為替は一時の極端な円安からやや揺り戻しつつも巡航速度に
ある。

事実 欧州株・新興国株: 欧州株（Stoxx  600）はエネルギーコストの安定化で底堅いものの、構造的な成長率の
低さが重石。新興国株（MSCI Emerging）は、中国市場の構造的デフレ・不動産問題の長期化による低迷と、イン
ド・台湾市場のテック集積地としての急成長という激しい二極化が進行している。

2. マクロ経済環境（金利、インフレ、景気指標）

推測 インフレと政策金利の着地点: 米国のインフレ率（CPI）は2.5%近辺で粘着性を見せており、FRBの利下げ
サイクルは3.5%前後で一度停止する可能性が高い（中立金利の上昇）。一方、日本のインフレ率は2.0%～2.5%で
安定しつつあり、日銀の追加利上げ余地（1.25%～1.50%へ）が意識されている。グローバルに「低金利・低イン
フレ」の時代から「適度なインフレ・中利回り」への構造転換が完了したと判断される。

3. AI・半導体設備投資の持続性と集中リスク

主観的評価  ハイパースケール（マイクロソフト、アルファベット、アマゾン、メタ）によるAIデータセンター投
資は、2026年現在も年間合計2000億ドル規模と高水準にあるが、「投資対効果（ROI）」に対する株式市場の視
線は厳格化しつつある。生成AIアプリのマネタイズ（B2Bクラウド、副操縦士型ソフト）が先行インフラ投資に追
いつかない場合、半導体発注の一時的な調整（ミニ・サイクルダウン）が発生するリスクは極めて高い。現在の
ビッグテック上位5社による時価総額集中度は、1990年代末のITバブル期を上回る水準であり、ボラティリティの
源泉となっている。

4. 今後6カ月・1年・3年の中短期シナリオ見通し

推測  現在のバリュエーションの高さと金利・インフレのバランスを勘案し、以下の3シナリオを設定する。
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シナリオ
発生
確率

マクロ環境の説明
S&P500見通し
(1~3年)

日経平均見通
し (1~3年)

基本シナリ
オ (Base)

55%

景気は緩やかに減速（ソフトランディング）。インフレ
2.5%で安定、米金利3.5%巡航。AI投資は成長率を落とし
つつも持続。

年率 +6% ～
+8%

(堅調な業績拡
大が牽引)

年率 +5% ～
+8%

(ガバナンスと
内需回復)

強気シナリ
オ (Bull)

20%

AIソフトのマネタイズが爆発、生産性が劇的向上。イン
フレが2.0%に低下しFRBが3.0%まで追加利下げ。完全な
ノーランディング。

年率 +12% ～
+15%

(マルチプルが
さらに拡大)

年率 +10% ～
+13%

(輸出・国内投
資の活発化)

弱気シナリ
オ (Bear)

25%

AI投資のROI悪化による大手テックの設備投資削減。商業
用不動産や地方債のミニ危機。日本での金利上昇に伴う
円急騰・マージン圧迫。

年率 -10% ～
-15%

(割高なテック
株の急調整)

年率 -8% ～
-12%

(為替の円高反
転による悪影
響)

※ 現在の市場で特に注意すべきリスク（テールリスク）

• 日米金利差の急速な縮小に伴う「円キャリー取引の逆回転」: 日銀が1.0%以上に利上げし、米国が急な景気後退で
大幅利下げを迫られた場合、急激な円高株安がグローバルな流動性ショックを引き起こすリスク。
• 地政学リスクの現実化（台湾海峡・中東）: 特にTSMCのサプライチェーンが破壊された場合、全世界のテクノロ
ジー、AI、自動車、防衛インフラが完全に麻痺するリスク。 
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第2部：20年後・30年後の予想（2046年・2056年）

1. 世界経済の中心地と地政学的メガトレンド

推測 地政学と経済の多極化: 2046～2056年にかけて、世界経済の「名目GDP」シェアではインドが米国を追い
抜くか並ぶ規模に成長し、東南アジア（ASEAN）が強固な製造・消費ブロックを形成する。中国は急速な少子高
齢化と債務蓄積（「未富先老」）により、経済規模で圧倒的な単独覇権を握ることは難しくなり、米・中・印・欧
の4極分散構造へと移行する。

主観的評価  米国の優位性は、地政学的リスク（物理的孤立性と資源自給率）、世界の金融覇権（基軸通貨ド
ル）、および世界中から高度人材を引き寄せるエコシステムにより、名目GDPシェアが低下したとしても、「資本
効率および株式市場の質」の面で世界首位を維持し続けると考える。

2. 技術・インフラ・人口動態の構造変化

事実 人口動態の逆風: 日本、韓国、中国、欧州は確実かつ不可避な人口減少・超高齢化社会に直面する。これに
より、労働集約型ビジネスは持続不可能となり、あらゆる産業で「絶対的自動化（ロボティクス・自律型AI）」が
必須インフラとなる。

推測 ボトルネックとしての電力と資源: AIデータセンターの高度化、全産業の電化（EV、自動化工場）により、
世界の電力需要は現在の2～3倍に膨れ上がる。送電網（グリッド）の近代化、次世代クリーンエネルギー（次世
代原発・核融合・次世代蓄電池）を制する国・企業が経済の生殺与奪の権を握る。

3. 株式市場全体の長期期待リターンとシナリオ予測

主観的評価  過去100年の米国株の実質リターンは年率約6.5～7.0%であったが、今後の30年は「人口減少による
世界需要の鈍化」と「AIによる生産性革命」が相殺し合う。基本線として、過度なバリュエーション拡大を排した
名目ベース年率 6.0% 〜 7.0%への回帰を予想する。

シナリオ
(30年長期)

年率想定リター
ン (米株中心)

背景・構造因

悲観シナリ
オ

年率 3.0% 〜
4.5%

世界的な気候変動・資源枯渇の深刻化。ブロック経済化による貿易摩擦。AIが雇用を
破壊するものの、新たな付加価値を生み出せず、 stagflationが常態化する。

基本シナリ
オ

年率 6.0% 〜
7.5%

人口減少をAI・自律型ロボットが完全にカバー。インド・アフリカの中産階級化が新
たな消費を創出。クリーンエネルギーへの移行が緩やかに成功。

楽観シナリ
オ

年率 9.0% 〜
11.0%

常温超伝導や商用核融合の実用化によるエネルギーコストのゼロ化。宇宙資源採掘の
開始。病気の根絶（遺伝子治療の普及）による健康寿命の劇的延伸。
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4. 資産成長シミュレーション（初期投資100万円のケース）

初期資本100万円を20年間（2046年まで）、30年間（2056年まで）運用した場合の、各シナリオ（複利ベース、
税引前名目価値）の試算。長期投資における複利効果の破壊力を示す。

運用期間 悲観シナリオ (年率 3.5% 仮定) 基本シナリオ (年率 6.5% 仮定) 楽観シナリオ (年率 9.5% 仮定)

20年間 (2046年) 1,989,789 円 3,523,645 円 6,141,612 円

30年間 (2056年) 2,806,794 円 6,614,367 円 15,220,312 円
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第3部：長期有望銘柄の選定ロジックとユニバース

1. 20年・30年生き残る企業の条件（選定フレームワーク）

本レポートにおける銘柄選定は、現在の人気度（モメンタム）を完全に排除し、「不連続な未来（技術破壊・人口
減少・地政学変動）が到来しても、その企業が社会に必要不可欠なインフラ（経済的関所）として機能し続け、か
つ高フリーキャッシュフローを維持できるか」という基準で行った。具体的には以下の5つの「防壁（モート）」
を検証している。

• 高いスイッチングコストとネットワーク効果: 一度導入すると、代替システムへの移行に巨額のコストや業務リス
クが伴う構造、または利用者が増えるほど価値が高まる構造（OS、決済網、評価データ）。
• 独占的知的財産・参入障壁: 物理的・技術的、あるいは巨額の先行投資が必要なため、新規参入が実質的に不可能
な領域（最先端半導体露光装置、ファウンドリ、軍用プラットフォーム）。
• 強固な価格決定力（インフレ耐性）: 自社のコストが上昇した際、顧客離れを起こさずに製品・サービス価格へ即
座に転嫁できる、代替不可能なブランドやサービス。
• 卓越した資本配分能力（Capital Allocation）: 稼ぎ出したフリーキャッシュフロー（FCF）を、無駄な買収に浪
費せず、成長投資（R&D）と自社株買い・配当に最適配分できる経営規律。 

2. 選定された長期有望グローバル企業12社

以下の12社は、地域・セクター・テーマを分散させつつ、上記フレームワークを最高水準でクリアした、2056年
時点でも世界の核心であり続けるとアナリストが判断した企業群である。
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ティッカー / コー
ド

企業名 上場国 主要セクター / 長期コアテーマ

MSFT Microsoft Corporation 米国 ソフトウェア・クラウド・自律型AIインフラ

NVDA NVIDIA Corporation 米国
AI・超並列計算コンピューティング・プラット
フォーム

2330 / TSM TSMC (台湾積体電路製造) 台湾 最先端半導体製造受託（世界シェア独占）

ASML ASML Holding N.V.
オラン
ダ

極端紫外線（EUV）露光装置（100%独占）

GOOGL Alphabet Inc. 米国 情報エコシステム・量子計算・自律走行（Waymo）

NEE NextEra Energy, Inc. 米国
クリーンエネルギー発電・AIデータセンター電力供
給

SPGI S&P Global Inc. 米国
金融データ・格付け・指数ライセンス（関所ビジネ
ス）

V Visa Inc. 米国 グローバル・デジタル決済ネットワーク、インフラ

ISRG Intuitive Surgical, Inc. 米国
手術支援ロボット（ダビンチ）・医療オートメー
ション

6861 キーエンス (Keyence) 日本
ファクトリーオートメーション・超高収益センシン
グ

8058 三菱商事 (Mitsubishi Corp) 日本 グローバル資源ポートフォリオ・新エネルギー投資

LMT
Lockheed Martin

Corporation
米国 防衛・航空宇宙・地政学的抑止力テクノロジー
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1. マイクロソフト (Microsoft Corporation) ティッカー: MSFT (NASDAQ)

1. 企業概要  世界最大のソフトウェア企業。OS（Windows）、オフィスソフト、B2Bクラウドプラットフォーム
「Azure」を展開し、OpenAIとの提携により生成AIの社会実装を主導。

2. 売上・利益構成  インテリジェント・クラウド（Azure等）約45%、プロダクティビティ＆ビジネスプロセス
（Office等）約32%、モア・パーソナル・コンピューティング約23%。営業利益率は約43%超と驚異的。

3. 優位性と障壁  全世界のエンタープライズ（企業）システムに深く食い込んでおり、スイッチングコストは事実
上「無限大」。AzureのクラウドインフラとGitHubを起点とする開発者エコシステム、Officeの独占が強固な防
壁。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年において、人間の労働時間が減少する中、ホワイトカラーの業務を自律型AI

エージェント（Copilotの進化系）が代替する。そのエージェントのOSと実行インフラを握ることで、事実上の
「社会OS」となる。

5. 成長ドライバー  Azure  AIプラットフォームのグローバル拡大、自律型AIエージェントのサブスクリプション単
価の上昇、サイバーセキュリティ事業の爆発的成長。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約34倍。現在の株価には中短期のAI成長期待が「かなり織り込まれ
ている」が、FCF創出能力を勘案すれば、超長期の投資家にとって耐えられるプレミアムである。

7. バリュエーション判断 適正〜やや割高

8. 最大のリスク  AIインフラ投資の過剰化による短期的な投資利益率（ROI）の悪化、および主要国の独占禁止法
（アンチトラスト）による事業分割・制限リスク。

9. 破壊の危険性  オープンソースAIの台頭や分散型Webシステムが台頭しても、企業が求める「セキュリティ・ガ
バナンス」を担保できるのはMSFTのみであり、破壊される確率は極めて低い（10%未満）。

10. 悲観シナリオ（確率 15%）

米欧規制当局によるAzureとOpenAIの提携解消命
令、さらにセキュリティ侵害の多発によりエンター
プライズ顧客の信頼を失い、クラウドのシェアを
AWSや新興に奪われる。想定20年年率リターン:

4.0%

12. 楽観シナリオ（確率 25%）

自律AIエージェントが世界中の全企業のデスクワー
クを代替、労働生産性向上分の30%をロイヤリティ
として徴収するビジネスモデルが確立。想定20年年
率リターン: 12.5%

11. 基本シナリオ（確率 60%）  クラウドとOfficeの既存顧客ベースに対し、着実にAI機能をアドオンし、ARPU（顧
客平均単価）を毎年5～8%引き上げる。Azureのトップシェア維持。想定20年年率リターン: 8.5%

15. 重要KPI  Azureの既存顧客売上維持率（NRR）、AI関連機能の浸透率、フリーキャッシュフロー・マージン
（40%以上維持）。
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16. 買いの好機  AI市場の過熱感が冷め、テック全体のマルチプル調整（PER 25倍近辺への低下）が発生した局面
は絶対的な買い場。

17. ポートフォリオの役割 コア・アンカー（主軸銘柄）。 高い成長性と岩盤のような財務健全性を両立させ、ポー
トフォリオの重心を安定させる。
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2. エヌビディア (NVIDIA Corporation) ティッカー: NVDA (NASDAQ)

1. 企業概要  GPU（画像処理半導体）の先駆者であり、現在の生成AI、ディープラーニング、科学計算用コン
ピューティング・プラットフォームの世界独占覇者。

2. 売上・利益構成  データセンター事業が総売上の85%以上を占め、残りがゲーミング、プロフェッショナル・ビ
ジュアライゼーション、車載。グロス・マージン（売上総利益率）は75%前後と異常な高水準。

3. 優位性と障壁  単なる「チップ製造会社」ではない。15年以上にわたり構築された開発環境「CUDA」ソフト
ウェア・エコシステムが最大のモート（防壁）。数百万人の開発者がCUDA専用にコードを書いているため、AMD

やインテル、独自のカスタムASIC（Google TPU等）への移行が困難。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年にかけて、世界はすべての物理空間がデジタルツイン化され、数十億台の自
律ロボット・自動運転車が稼働する。これらすべての「リアルタイム物理演算・推論」のバックボーンとして、同
社の超並列計算アーキテクチャが必要とされ続ける。

5. 成長ドライバー  企業の自社AIモデル構築需要、人型ロボット（Omniverseプラットフォーム）、シミュレー
テッド・バイオロジー（AI創薬）向けの計算需要。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約38倍。莫大な利益成長により一時の100倍超のPERからは低下した
ものの、シリコンサイクル（半導体需要の循環）の急激な減速リスクが織り込まれておらず、ボラティリティは極
めて高い。

7. バリュエーション判断 割高（中短期リスク大、超長期では買い）

8. 最大のリスク  ハイパースケール企業が設備投資の手を緩める「AI投資のエアポケット（空白期）」の到来。価
格決定力の剥落に伴うマージン低下。

9. 破壊の危険性  量子コンピューティングの急速な実用化、あるいは「トランスフォーマー」に代わる全く新しい
軽量アルゴリズムの誕生により、超巨大GPUの必要性が低下するリスク（可能性25%）。

10. 悲観シナリオ（確率 30%）

データセンター投資が一巡し、2027～2029年に深刻
な在庫過剰に陥る。カスタムASICへのリプレイスが
進み、売上高が半減、マルチプルがPER 15倍まで急
落する。想定20年年率リターン: 2.0%

12. 楽観シナリオ（確率 25%）

半導体から「Omniverse」を通じた産業用ソフト、自
律走行車・人型ロボットのOSを独占。ハードからリ
カーリング（継続課金）ソフト企業へ完全脱皮。想
定20年年率リターン: 16.0%

11. 基本シナリオ（確率 45%）  半導体特有の数年のダウンサイクル（調整期）を挟みつつも、次世代チップ（Rubin

以降）で圧倒的性能差を維持。中長期のトレンドとして並列計算需要が拡大。想定20年年率リターン: 9.0%

15. 重要KPI  データセンター事業売上高成長率、売上総利益率（70%を維持できるか）、CUDAアクティブ開発者
数。
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16. 買いの好機  投資ROIへの失望から、株価がピークから40%～50%以上急落し、メディアで「AIの終焉」と叩か
れている時期こそが、30年投資の最大の仕込み時となる。

17. ポートフォリオの役割 オフェンス（成長牽引の爆発力）。 ポートフォリオのボラティリティを高めるが、長期
の資本成長の上振れを狙う上で不可欠。
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3. 台湾積体電路製造 (TSMC)
コード: 2330 (TW) / TSM

(NYSE)

1. 企業概要  世界最大の半導体製造受託企業（ファウンドリ）。世界の最先端チップ（3nm、2nm以下）の製造
シェアを90%以上独占する、現代テクノロジーの「単一障害点（核心）」。

2. 売上・利益構成  高性能計算（HPC）向けが約45～50%、スマートフォン向けが約35～40%、残りがIoT、車載
など。営業利益率は40～45%を維持。

3. 優位性と障壁  最先端の製造プロセス技術、並びに「CoWoS」に代表される最先端パッケージング技術。数兆円
規模の巨額の年間設備投資（Capex）と、数十年蓄積された歩留まり（生産効率）最適化ノウハウは、インテルや
サムスンが追随できないレベルに達している。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年においても、シリコン（または新素材）に回路を刻む物理的製造プロセスの
最先端は必ず必要である。ファブレス企業（Apple、NVIDIA、AMD、Google）がどれだけ増えても、製造は
TSMCに依存せざるを得ない構造が続く。

5. 成長ドライバー  2nmおよび「A16（1.6nm）」等の次世代超微細化プロセスの量産化、チップレット構造（3D

実装）による製造単価の上昇。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  台湾本国株ベースでの予想PERは約21～23倍。その圧倒的独占力に対して、常
に「地政学リスク（台湾有事）」という割引（ディスカウント）が適用されており、事業の強さに対してバリュ
エーションは相対的に放置されている。

7. バリュエーション判断 比較的割安（地政学リスクを許容できる場合）

8. 最大のリスク  中国による台湾本島への武力侵攻・封鎖（台湾海峡危機）。これにより工場が物理的に破壊、ま
たは稼働停止した場合、一瞬で企業価値の大部分が消失する。

9. 破壊の危険性  米国、日本、欧州での地方分散工場（アリゾナ、熊本、ドレスデン）の建設を進めているもの
の、最先端のR&Dと主要キャパシティは台湾に集中しており、地理的リスクの完全な相殺には20年を要する。

10. 悲観シナリオ（確率 10%）

台湾海峡の緊張が限界に達し、サプライチェーンが
寸断。米国による経済制裁と封鎖により、製造・出
荷が完全に停止。アリゾナ等の海外工場だけでは需
要の10%しか賄えず、業績が破滅的打撃を受ける。
想定20年年率リターン: -2.0%

12. 楽観シナリオ（確率 20%）

中台関係が奇跡的に安定化。米国・熊本の海外ファ
ブが完全に黒字化し、価格決定力を武器に世界全体
の半導体製造マージンを15%引き上げる。想定20年
年率リターン: 13.5%

11. 基本シナリオ（確率 70%）  小規模な軍事的威嚇や緊張感は継続するものの、全面衝突は回避される。微細化の
限界（ムーアの法則の終焉）をパッケージング技術で突破し、独占的製造業としての地位を維持。想定20年年率リ
ターン: 10.0%

15. 重要KPI  先端プロセス（3nm以下）の売上比率、設備投資（Capex）の実行効率、主要ファブの歩留まり率。
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16. 買いの好機  地政学的ニュース（選挙、軍事演習など）で、事業の本質とは関係なく市場全体がパニックにな
り、株価が急落した局面。

17. ポートフォリオの役割 テクノロジーの物理的「要（かなめ）」。 ポートフォリオに組み込むことで、世界最高
効率の製造マシーンの利益を直接享受する。
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4. ASMLホールディング (ASML Holding N.V.)
ティッカー: ASML (Euronext /

NASDAQ)

1. 企業概要  オランダに本拠を置く半導体製造装置メーカー。最先端半導体の製造に絶対不可欠な「極端紫外線
（EUV）露光装置」を世界で唯一製造・供給できる完全独占企業。

2. 売上・利益構成  露光装置本体の販売（EUV、DUVなど）が約75%、設置済装置の保守・アップグレードサービ
ス（高収益リカーリング）が約25%。

3. 優位性と障壁  最先端の「High-NA EUV装置」は1台4億ドル以上。カールツァイスの光学技術や世界中の数千社
におよぶ精密部品サプライチェーンを完全に統合しており、ニコンやキヤノンは最先端露光装置の領域から完全に
脱落。競合がゼロであるため、強力な価格決定力を持つ。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年においても、微細化された物理回路パターンをウェハに転写する技術のトッ
プは同社である。半導体の需要が拡大する限り、ファウンドリ（TSMC、インテル、サムスン等）が真っ先に購入
しなければならない「最上流の関所」であり続ける。

5. 成長ドライバー  High-NA EUVの本格量産、次世代露光パラダイムへのR&D投資、導入済み装置の保守サービス
売上の累積（ストック型ビジネス化）。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約32倍。中国向けDUV装置の輸出規制強化により、一時的に売上成
長が鈍化しているが、その分バリュエーションは過熱期よりは落ち着いている。

7. バリュエーション判断 適正価格（長期的な買い場）

8. 最大のリスク  米国主導の対中輸出規制のさらなる強化。中国市場（過去の売上の大きなシェア）を完全に喪失
するリスク。また、部品サプライチェーンの1箇所が機能不全に陥ることによる製造遅延。

9. 破壊の危険性  ナノインプリント技術（キヤノン等）や、まったく新しい積層型構造による露光レス製造が一部
分で普及する可能性はあるが、超高速・超微細の量産性においてEUVを完全に代替する技術は30年以内には現れ
ないと推測される（可能性15%）。

10. 悲観シナリオ（確率 15%）

中国市場向けの売上がゼロになり、さらにTSMC等の
設備投資が「3次元積層」に大きくシフトしたことで
露光装置の必要台数が想定の半分に激減。高価な
R&D費用が重荷となり利益率が急落。想定20年年率
リターン: 4.5%

12. 楽観シナリオ（確率 25%）

High-NA装置の圧倒的独占により、顧客への100%の
価格転嫁を継続。次世代の1nm未満プロセス用露光
装置の開発に成功し、競合の参入可能性を永久に遮
断。想定20年年率リターン: 11.5%

11. 基本シナリオ（確率 60%）  中国リスクを他地域の工場（米国・日本・欧州）の半導体ナショナリズム投資で完
全に相殺。年率10%前後のEPS成長を安定して維持。想定20年年率リターン: 8.5%

15. 重要KPI  EUV/High-NA EUV装置の受注残（Backlog）、装置サービス粗利益率、R&D費用の売上比率。
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16. 買いの好機  短期的な半導体製造企業の設備投資抑制ニュースや、地政学的輸出規制の報道により、株価が一
過性で20～30%急落した局面。

17. ポートフォリオの役割 テクノロジー最上流の「資本財・独占防衛株」。 テックセクター全体の成長を上流で確
実に捕捉する。
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5. アルファベット (Alphabet Inc.)
ティッカー: GOOGL

(NASDAQ)

1. 企業概要  Googleの持株会社。検索、YouTube、Android、Google  Cloud、さらに世界最高峰のAI研究所
「Google DeepMind」を擁する情報インフラの絶対王者。

2. 売上・利益構成  Google検索広告  約55%、YouTube広告  約10%、Googleネットワーク及びその他  約12%、
Google Cloud 約11%。「その他（Waymo等）」は現状赤字ないし微小だが、長期の重要オプション。

3. 優位性と障壁  全世界のインターネットトラフィックデータ、および数十億ユーザーが日常的に使用するサービ
ス群（Maps, Gmail,  Chrome）。検索エンジンとしてのシェアは90%を超え、蓄積されたデータ量がそのままAIモ
デル「Gemini」の学習および推論の精度に直結する。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年、従来の「検索窓」は消滅している可能性が高いが、AIを通じた「情報の要
約・意思決定支援」のバックデータとユーザー接点は同社が握り続ける。また、自動運転タクシー（Waymo）は
都市交通のインフラ化しており、物理世界の移動データをも独占するポテンシャルがある。

5. 成長ドライバー  Google  CloudのエンタープライズAI需要、YouTubeのコマース・サブスク化、完全自動運転
（Waymo）のグローバル商業展開。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約22～24倍。他のマグニフィセント・セブンと比較して「AI検索へ
の移行による広告ビジネス崩壊の懸念（PerplexityやChatGPTへの流出）」が常に警戒されているため、株価バ
リュエーションは相対的にかなり放置され、割安感がある。

7. バリュエーション判断 比較的割安（市場の過小評価）

8. 最大のリスク  対話型AIエージェントの普及により、ユーザーが従来の「広告リンク」をクリックしなくなるこ
とによる広告収入（伝統的検索ビジネス）の構造的衰退。

9. 破壊の危険性  破壊リスクはあるが、Google自身がGeminiのAndroid組み込みやAI検索の高度化（AI

Overviews）を急速に進めており、自社で自社を再定義（カニバリゼーション）する能力が高い。完全消滅の可能
性は低い（15%程度）。

10. 悲観シナリオ（確率 20%）

反トラスト法訴訟で「Chrome」や「Android」の売
却を命じられ、エコシステムが分断。検索広告の収
益が他社AIに奪われ、クラウドとWaymoの成長がそ
れを補いきれず、普通の成長企業に転落。想定20年
年率リターン: 4.5%

12. 楽観シナリオ（確率 25%）

Waymoが世界の主要都市のタクシー・物流を完全制
覇（テスラ等に圧勝）。量子コンピューティングの
実用化でDeepMindが新素材・新薬の知的財産を独
占。想定20年年率リターン: 12.0%

11. 基本シナリオ（確率 55%）  広告モデルをAI検索の中に組み込むことに成功し、収益力を維持。Google  Cloudが
安定した高収益事業となり、Waymoが徐々に利益貢献を開始。想定20年年率リターン: 8.5%

15. 重要KPI  Google  Cloudの営業利益率（向上トレンドか）、Waymoの走行マイル数および商用展開都市数、広
告単価（CPC）の推移。
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16. 買いの好機  規制当局からの逆風ニュースや、他社AIの発表により「Google終焉論」が一過性で過熱し、PER

が20倍を割り込むような局面。

17. ポートフォリオの役割 割安高クオリティ・テックオプション。 強固な現金創出力をベースに、自動運転や医
療、量子などの巨大なアップサイドオプションを保有できる。
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6. ネクストエラ・エナジー (NextEra Energy,

Inc.)
ティッカー: NEE (NYSE)

1. 企業概要  世界最大級の再生可能エネルギー（風力・太陽光）発電会社。米フロリダ州の規制下電力会社
（FPL）と、全米でクリーンエネルギー開発を行う（NEER）の2面を持つハイブリッド電力インフラ企業。

2. 売上・利益構成  安定した規制対象のFPL（フロリダ・パワー＆ライト）が利益の約6割を稼ぎ、競争市場向けの
NEERが残りの成長部分を担う。安定性と成長性のバランスが秀逸。

3. 優位性と障壁  再生可能エネルギー開発における圧倒的な規模の経済、および「一等地の立地（風況・日射条件
の良い広大な土地）」の先行確保。電力インフラは地域の法的独占、あるいは莫大な初期投資が必要なため、他業
界からの参入障壁は極めて高い。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年の最大のボトルネックは「クリーンな電力の絶対的不足」である。ビッグ
テックがデータセンターを増設する際、カーボンニュートラルな電力を数ギガワット規模で即座に供給できるパー
トナーは、全米で同社をおいて他にない。電力需要の構造的爆発の最大の恩恵を受ける。

5. 成長ドライバー  ハイパースケールデータセンター向けの専用クリーン電力・蓄電池の長期契約（PPA）、全米
の電力網の電化（EV普及、クリーン水素）。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約22倍。電力株としては割高に見えるが、純粋なディフェンシブ株
ではなく「データセンター成長インフラ株」としての性格が強く、過去の金利高局面での株価調整を経て、現在は
極めて買いやすい水準にある。

7. バリュエーション判断 適正〜比較的割安（インフラとして非常に魅力的）

8. 最大のリスク  金利の再上昇（債務調達コストの上昇）、フロリダ州を襲う巨大台風による送電網の物理的損
壊、および規制当局による電気料金値上げの却下。

9. 破壊の危険性  小型モジュール原発（SMR）や核融合が30年後に実用化される可能性はあるが、同社自身がそれ
らの新しいクリーンエネルギーソースを統合する開発主体となるため、技術変化によって排除される危険性は低
い。

10. 悲観シナリオ（確率 15%）

米国の長期金利が5%超に高止まりし、再エネ開発の
プロジェクト採算が急悪化。フロリダの気候変動
（超巨大ハリケーンの毎年上陸）により、送電網の
維持コストが爆発してFPLの利益が吹き飛ぶ。想定
20年年率リターン: 3.5%

12. 楽観シナリオ（確率 30%）

ビッグテックのAIデータセンターからのプレミアム
価格での電力買い取り要請が殺到。蓄電池併設型再
エネのPPA価格が高騰し、利益率が劇的に向上す
る。想定20年年率リターン: 10.0%

11. 基本シナリオ（確率 55%）  規制事業で年率5%の着実な成長を維持しつつ、再エネ部門がデータセンターおよび
全米の脱炭素需要を取り込み、全体で年率8～10%のEPS成長を継続する。継続的な増配。想定20年年率リターン:

7.5%
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15. 重要KPI  再生可能エネルギーの新規稼働バックログ（GW数）、調達金利の推移、フロリダ（FPL）の認可
ROE水準。

16. 買いの好機  マクロ経済指標の悪化による「長期金利の一時的な急上昇」に連動して、債券代替の性質を持つ
電力株として売られ、株価が急落した局面。

17. ポートフォリオの役割 ディフェンシブ・グロース（守りつつ攻める）。 テックに偏りがちなAIテーマを、実物
資産の「電力インフラ」という極めて強固な側面から補完する。
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7. S&Pグローバル (S&P Global Inc.) ティッカー: SPGI (NYSE)

1. 企業概要  世界最大の金融情報・データ提供企業。社債等の信用格付け（S&P  Ratings）、インデックスライセ
ンス（S&P 500等の算出）、及び「Capital IQ」等の金融データプラットフォームを展開する。

2. 売上・利益構成  格付け事業が約30～35%（最高利益率）、マーケット・インテリジェンス（データ提供）が約
35%、インデックス事業が約13%（ストック型）。営業利益率は45～50%水準。

3. 優位性と障壁 「資本主義の有料関所」。 企業が社債を発行して資金調達する際、S&Pかムーディーズ（MCO）
の格付けがなければ、世界の機関投資家は購入できない（完全な二社独占・デュオポリー）。また、世界中のパッ
シブ運用（ETF・投資信託）がS&P 500の商標を使用して算出・運用されており、純資産残高（AUM）に応じたラ
イセンス料が自動的に流入する。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年において、どのような個別テック企業が栄枯盛衰を繰り返そうとも、世界中
の資本市場が存続する限り、「債券の格付け」と「市場インデックスの算出」の必要性は1ミリも揺るがない。イ
ンデックスの中身が自動で入れ替わるため、同社は市場全体の成長をそのまま吸い上げ続ける。

5. 成長ドライバー  プライベートマーケット（未公開株・プライベートデット）のデータ・格付けの標準化、ESG/

サステナビリティデータの義務化、世界の投資信託AUMの長期的拡大。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約28～30倍。ビジネスモデルの無敵さが全投資家に知れ渡っている
ため、常にプレミアム価格で取引されているが、価格決定力が高いためインフレ局面でもマージンが劣化しない。

7. バリュエーション判断 適正（クオリティに対して妥当）

8. 最大のリスク  世界的な企業債務発行の大幅な落ち込み（深刻な長期リセッション）、または代替的な分散型評
価モデルの台頭（ただし実現性は低い）。

9. 破壊の危険性  生成AIが金融データ分析を自動化しても、同社自身が「Capital IQ AI」として顧客に高値で提供す
るため、AIは脅威ではなく「コスト削減と単価引き上げのツール」となる（破壊可能性5%未満）。

10. 悲観シナリオ（確率 10%）

グローバル金融規制が激変し、格付け手数料に上限
が設けられる。世界的な債務不履行（デフォルト）
ドミノが発生し、格付け機関としての信頼性が失墜
してブランド価値が棄損する。想定20年年率リター
ン: 4.0%

12. 楽観シナリオ（確率 20%）

プライベートアセット市場の格付け独占に成功。世
界中のあらゆるオルタナティブ投資がS&Pのイン
デックスを基準とするようになり、営業利益率が
55%へ上昇。想定20年年率リターン: 10.5%

11. 基本シナリオ（確率 70%）  グローバルな資本市場の拡大（年数%の債券発行増）と、世界のパッシブ投資への
シフト、並びに毎年の3～5%のデータシステム値上げにより、安定して年率10%以上のEPS成長と増配を継続。想
定20年年率リターン: 8.0%

15. 重要KPI  グローバル社債発行額の推移、S&P500連動ファンドのAUM総額、サブスクリプション型売上の比
率。
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16. 買いの好機  短期的な利上げへの恐怖から、一般企業の社債発行が一時的に手控えられ、格付け部門の四半期
利益が鈍化したことで株価が売り込まれたタイミング。

17. ポートフォリオの役割 ロイヤリティ・キャッシュマシーン（究極のワイド・モート）。 インフレに非常に強
く、ポートフォリオ全体の「下値の硬さ」を保証する金融インフラ。
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8. ビザ (Visa Inc.) ティッカー: V (NYSE)

1. 企業概要  世界最大のデジタル決済ネットワークを運営する決済インフラ企業。世界中で行われるカード、オン
ライン、モバイル決済の決済メッセージング処理を行う（自社でカード発行や貸付リスクは負わない）。

2. 売上・利益構成  サービス決済処理手数料、データ処理手数料、国際取引手数料。営業利益率は約65%前後と、
全上場企業の中でもトップクラスの現金製造マシーン。

3. 優位性と障壁 「双方向のネットワーク効果」が最強の防壁。 世界中に数億人のカード保有者がいるため加盟店
はVisaを拒否できず、全ての加盟店がVisaを受け入れるため消費者はVisaを持ち続ける。このインフラをゼロから
再構築することはコスト的にも信頼性・セキュリティ的にも不可能に近い。取引額の一定割合を徴収するため、イ
ンフレが起きれば自動的に売上も増える。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年、プラスチックカードは消滅して生体認証やデバイス埋め込みに移行してい
るが、その裏側で「Aの口座からBの口座へ安全に瞬時に資金移動データを送る」ネットワークレールはVisa（お
よびマスターカード）が担い続ける。新興国（アフリカ、南アジア）における現金決済のデジタル化（キャシュレ
ス移行）の余地がまだ数十年分残されている。

5. 成長ドライバー  新興国のキャッシュレス化進展、B2B決済（企業間決済）のデジタル化への浸透、付加価値
サービス（不正検知、AIセキュリティ）のマネタイズ。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約24倍。かつてのPER 35倍超から見ると、成長率が10%台前半へと
巡航速度に落ち着いたこと、および規制当局による手数料引き下げ圧力（カード決済手数料規制）からマルチプル
が調整され、非常に魅力的なエントリー水準にある。

7. バリュエーション判断 比較的割安（バリュエーションの正常化完了）

8. 最大のリスク  各国政府（米国、欧州、インド等）による決済手数料（インターチェンジフィー）の強硬な法的
引き下げ規制、および中央銀行デジタル通貨（CBDC）やA2A（口座間直結）決済の普及による中抜きリスク。

9. 破壊の危険性  ブロックチェーンやステーブルコインの脅威が議論されてきたが、Visa自身が決済レールにそれ
らを取り込んでおり、数億件の日常決済を遅延なく処理する信頼性で勝るため、完全な破壊の可能性は低い
（15%）。

10. 悲観シナリオ（確率 20%）

米連邦議会が加盟店手数料の大幅な引き下げを法制
化。さらにインドの「RuPay」やブラジルの「Pix」
のような政府主導の無料決済網が世界標準化し、
Visaの決済シェアとマージンが構造的に縮小する。
想定20年年率リターン: 4.0%

12. 楽観シナリオ（確率 15%）

グローバルなB2B決済（数百兆ドル規模）のデジタ
ルリプレイスに成功。世界中の日常のマイクロペイ
メント（IoTデバイス間の自動決済）の標準規格を独
占。想定20年年率リターン: 10.5%

11. 基本シナリオ（確率 65%）  先進国での緩やかなキャッシュレス深化と新興国での高成長、自社株買いの継続に
より、年率10～12%のEPS成長を20年以上にわたり維持する。想定20年年率リターン: 8.0%
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15. 重要KPI  グローバル総決済ボリューム（GDV）成長率、クロスボーダー（国際間）取引ボリューム、営業利
益率（65%の維持）。

16. 買いの好機  反トラスト法や手数料規制に関するネガティブな最高裁判決・法案提出の報道により、恐怖に駆
られた売りが出て株価が急落した局面。

17. ポートフォリオの役割 コア・キャッシュフロープロバイダー。 莫大なフリーキャッシュフローを元手に、安定
的かつ継続的な自社株買いと増配で報いる、長期運用の王道銘柄。
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9. インテュイティブ・サージカル (Intuitive

Surgical, Inc.)
ティッカー: ISRG (NASDAQ)

1. 企業概要  手術支援ロボットの世界的パイオニア。「da  Vinci（ダビンチ）」システムを展開し、内視鏡手術の
自動化・精密化で世界をリードする医療テクノロジー企業。

2. 売上・利益構成  消耗品・交換部品（インストゥルメント＆アクセサリー）約60%、ロボット本体の販売・リー
ス約25%、保守・サービス約15%。売上の7割以上が「手術が行われるたびに発生する」リカーリング（ストック
型）モデル。

3. 優位性と障壁  全世界の主要病院にすでに数千台が導入。外科医はインターン時代からダビンチの操作方法で訓
練を受けており、他のロボットへ乗り換えるインセンティブが働かない（極めて高いスイッチングコスト）。膨大
な臨床データとFDA等の厳しい承認実績が巨大な参入障壁。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年、世界の高齢化はピークに達し、外科手術の絶対数は激増する一方で、外科
医不足は深刻化する。同社の次世代ロボット（最新の「da  Vinci  5」および将来の完全自律ロボット）は、一部の
単純手術の「完全自動化」を達成し、医療現場になくてはならないインフラとなる。

5. 成長ドライバー  症例適応（適応疾患）の拡大、中国・インドなどの新興国市場への普及浸透、AIによる手術ナ
ビゲーション・デジタルデータサービスのマネタイズ。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約55倍。ビジネスモデルの美しさと高齢化の確実性から、常に極め
て割高なバリュエーションで取引されている。中短期の株価は期待が織り込まれすぎているためボラティリティに
注意が必要。

7. バリュエーション判断 割高（ただしクオリティは最高峰）

8. 最大のリスク  各国政府の医療財政逼迫に伴う、ロボット手術への保険適用（償還価格）の大幅な引き下げ規
制。メドトロニックやジョンソン・エンド・ジョンソンなどの競合による低価格ロボットの攻勢。

9. 破壊の危険性  ガン治療のパラダイムが「外科手術」から「画期的な遺伝子治療・注射による根絶」に完全シフ
トした場合、手術そのものの数が激減するリスク（30年スパンでの可能性20%）。

10. 悲観シナリオ（確率 20%）

がんの分子標的薬・mRNA医療が劇的に進化し、
2040年までに外科手術を必要とする患者が60%減
少。ダビンチの稼働率が低下し、消耗品売上が枯渇
して高マルチプルが崩壊する。想定20年年率リター
ン: 3.0%

12. 楽観シナリオ（確率 30%）

「da Vinci 5」に搭載されたAIが手術の完全自動化
（自律手術）の承認を獲得。外科医の有無に関わら
ず、地方のクリニックでも高度手術が可能となり、
全世界の症例数が現在の5倍に爆発。想定20年年率リ
ターン: 11.5%

11. 基本シナリオ（確率 50%）  高齢化を背景に、世界全体の手術症例数が年率10～13%で安定成長。新興国での導
入拡大が続き、PERは高水準を維持しながら利益成長にスライドする。想定20年年率リターン: 8.0%
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15. 重要KPI  全世界総手術症例数（Procedures）の前年比成長率、ロボット設置台数（Installed Base）、1台あた
り消耗品売上高。

16. 買いの好機  高い期待値の反動で、四半期の症例数成長が一時的に市場予想を1%でも下回り、失望売りで株価
が30%程度急落した局面。

17. ポートフォリオの役割 ヘルスケア・メガトレンド枠。 テックや金融とは全く異なる、人口動態（高齢化）に紐
づいた強固な長期的成長の柱。

グローバル長期投資レポート（2026年7月10日基準） | 投資判断の客観的分析 26



10. キーエンス (Keyence Corporation) コード: 6861 (東証プライム)

1. 企業概要  ファクトリーオートメーション（FA）用の各種センサ、測定器、画像処理機器の超高収益メーカー。
製造・開発を外部に委託する「ファブレス」モデルと「直販」による課題解決提案を特徴とする日本を代表するク
リオティ企業。

2. 売上・利益構成  日本国内約40%、海外約60%（米、欧、アジアへ広く分散）。営業利益率は常に50%以上、自
己資本比率は90%を超え、実質的な無借金経営。

3. 優位性と障壁 「圧倒的なコンサルティング営業力と即納体制」。 代理店を挟まず、自社の顧客開発エンジニア
が製造現場の潜在的課題を特定し、他社にない高付加価値商品を開発。商品の約7割が「世界初」または「業界
初」。当日出荷の物流網と、顧客側の高いスイッチングコスト（キーエンスのセンサ前提でラインが組まれる）が
強固なモート。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年の世界は、労働人口の激減により、すべての工場が「完全無人化・インテリ
ジェント化」へ突き進む。ロボットの「目」や「触覚」となる超精密センサや測定器の需要は幾何級数的に高ま
る。また、アセットライト（ファブレス）な構造のため、インフレ局面でも巨額の工場維持コストを負わない強み
がある。

5. 成長ドライバー  グローバル市場（特に米欧・インド）での直販網のさらなる浸透、新産業（EV電池、バイオ、
半導体ライン）向けの新型センサ開発。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約32～35倍。日本株の中では常にプレミアム評価されているが、蓄
積された膨大なキャッシュと、他社が真似できない営業組織の仕組み（属人化させないシステム）を考慮すると、
長期保有に値する適正範囲内。

7. バリュエーション判断 適正価格（日本株最高のクオリティ）

8. 最大のリスク  世界的な製造業の設備投資（Capex）の一斉凍結、およびカリスマ的な創業哲学・社内インセン
ティブ設計が世代交代（組織肥大化）によって機能不全に陥るリスク。

9. 破壊の危険性  汎用センサが中国メーカー等に低価格でコモディティ化されるリスクはあるが、キーエンスが扱
うのは高付加価値・高精度の特殊解決領域であり、模倣は極めて困難（可能性10%）。

10. 悲観シナリオ（確率 15%）

グローバルサプライチェーンの分断（ブロック経済
化）が極限まで進み、海外での直販活動が大幅に制
限される。社内の営業管理システムが硬直化し、優
秀な人材の離職が相次いで強みが凡庸化。想定20年
年率リターン: 4.0%

12. 楽観シナリオ（確率 25%）

スマートファクトリーの「頭脳」となるAIソフト
ウェア領域への進出に成功。ハードウェアと完全に
統合された製造業向けSaaSとして世界を席巻し、営
業利益率が60%へ達する。想定20年年率リターン:

11.0%

11. 基本シナリオ（確率 60%）  海外売上比率が75%超に拡大。世界の製造業自動化投資の波に乗り、年率8～12%の
利益成長を無借金のまま持続、蓄積キャッシュを活用した機動的な増配。想定20年年率リターン: 8.0%
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15. 重要KPI  海外売上高比率およびその成長率、営業利益率（50%水準の維持）、新製品の売上貢献比率。

16. 買いの好機  半導体サイクルや世界景気後退懸念から、日本の製造業・FAセクター全体が過剰に売られ、日経
平均の急落に巻き込まれて連れ安した局面。

17. ポートフォリオの役割 日本株の絶対的エース・自動化テーマ株。 為替の変動に強く、卓越した資本効率でポー
トフォリオの購買力をインフレから防衛する。
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11. 三菱商事 (Mitsubishi Corporation) コード: 8058 (東証プライム)

1. 企業概要  日本最大の総合商社。従来の「口銭（トレード）」ビジネスから、世界中のエネルギー、金属資源、
インフラ、食品、流通への直接「事業投資・経営」を行うグローバル投資コングロマリットへ進化。

2. 売上・利益構成  豪州の原料炭やLNGなどの「金属・エネルギー資源」部門が歴史的に利益の多くを稼ぐが、現
在は「EX（エネルギー・トランスフォーマー）」および「DX（デジタル）」、さらにローソン等の生活産業部門
への多角化が進む。

3. 優位性と障壁 「リアルアセット（現物資源）の優良ポートフォリオ」と三菱グループの社会的信用。 製鉄に必
須の高級原料炭や優良LNG権益など、新規参入が不可能な世界的鉱区を数十年前の低コストで確保している。
ウォーレン・バフェット率いるバークシャー・ハサウェイが筆頭株主の1社として長期保有していることも、その
資本配分の正しさを証明している。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年、世界がいくらデジタル化・AI化しようとも、物理世界の「銅、リチウム、
LNG、水素、アンモニア、食料」がなければ人類は生存できない。同社は「EX（脱炭素資源）」の供給網をグ
ローバルに押さえることで、実物経済のマスターキーを握り続ける。地政学分断期において、世界中でアセットを
動かせるコングロマリットの価値は高まる。

5. 成長ドライバー  銅鉱山・次世代クリーンエネルギー（水素・アンモニアサプライチェーン）の商業化、ローソ
ンを核としたリアル店舗・デジタル融合の次世代リテール流通網の利益最大化。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  PERは約11～13倍、PBRは1.2～1.4倍近辺。総合商社セクターの再評価が進ん
だ後だが、米国テック株等と比較すれば圧倒的にバリュエーションは低く、配当利回り・自社株買い方針（累進配
当の公約）が強固なため、下値が極めて硬い。

7. バリュエーション判断 比較的割安（バリュー株として最高峰の安定性）

8. 最大のリスク  世界的な景気後退に伴うコモディティ（資源・エネルギー）価格の長期的暴落、および投資先事
業の巨額の減損損失（減損リスク）。

9. 破壊の危険性  石炭などの化石燃料は縮小するが、同社は自らアンモニアや再生可能エネルギー、銅へと資本を
機動的にシフト（ポートフォリオの再構成）させており、特定の単一技術で会社全体が破壊されるリスクはほぼゼ
ロに近い（5%未満）。

10. 悲観シナリオ（確率 20%）

脱炭素が想定以上のスピードで進み、保有するLNG

やLNG船、インフラが「座礁資産」となり数千億円
規模の減損が連続発生。コモディティ価格の長期低
迷でバリュー株トラップに陥る。想定20年年率リ
ターン: 3.5%

12. 楽観シナリオ（確率 20%）

出資するクリーン水素・アンモニアの大規模プラン
トが世界のエネルギー標準となり、中東の石油王に
代わる「新エネルギー覇者」の地位を獲得。資源価
格の高騰も寄与。想定20年年率リターン: 9.5%
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11. 基本シナリオ（確率 60%）  資源価格のボラティリティを非資源部門の安定利益（食品、リテール、DX）で吸収
しつつ、「中長期株主マインド」に沿った機動的な自社株買いと累進配当を継続、年率6～8%の安定リターンを提
供。想定20年年率リターン: 7.0%

15. 重要KPI  基礎営業キャッシュフロー、非資源部門の純利益比率（50%超の維持）、株主還元性向（総還元性
向40%以上）。

16. 買いの好機  一時的な世界同時不況の懸念から原油・銅価格が急落し、連動して商事株が売り込まれ、配当利
回りが魅力的な水準まで上昇した局面。

17. ポートフォリオの役割 リアルアセット防御・高配当バッファー。 ポートフォリオのインフレ耐性を劇的に高
め、テック株が高PERで調整する局面でのクッションとなる。
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12. ロッキード・マーティン (Lockheed

Martin Corporation)
ティッカー: LMT (NYSE)

1. 企業概要  世界最大の航空宇宙・防衛テクノロジー（軍需）企業。ステルス戦闘機「F-35」、ミサイル防衛シス
テム（PAC-3）、高機動ロケット砲「HIMARS」、および宇宙衛星システムを供給する西側諸国の防衛要塞。

2. 売上・利益構成  航空宇宙（Aeronautics）約40%、ミサイル・火器管制（Missiles  and  Fire  Control）約16%、
ロータリー・ミッションシステム約25%、宇宙（Space）約19%。米国政府向けが総売上の7割以上を占める。

3. 優位性と障壁 「国家一体型の超高参入障壁」。 F-35戦闘機プログラムは、米国および同盟国の国家安全保障の
標準規格であり、数十兆円規模の開発予算と、他国・他社が真似できない軍事知的財産（IP）の結晶。顧客が「国
家（米国防総省および同盟国）」であるため倒産リスクはゼロに等しく、予算は景気に関係なく地政学リスクに応
じて配分される。

4. 20・30年後の将来性  2046～2056年において、残念ながら「地政学的緊張（米中対立、ロシア・中東の不安定
性、多極化）」が完全に解消するシナリオは想定しがたい。未来の戦争は「無人機群（ドローン・スウォーム）」
「極超音速ミサイル」「宇宙・衛星防衛網」「AIコマンドシステム」へシフトするが、同社はその次世代軍事テッ
クの最先端開発を独占し続ける。

5. 成長ドライバー  極超音速（ハイパーソニック）迎撃ミサイルの本格量産、防衛用AIネットワーク「JADC2」の
受注拡大、次世代クリーン宇宙防衛インフラの構築。

6. 株価・評価 基準日:2026年7月  予想PERは約18～20倍。世界的な防衛予算増額を反映して株価は堅調だが、他
の成長テック株と比較してマルチプルは極めて堅実（ディフェンシブ・バリュー）であり、魅力的なキャッシュフ
ロー利回りを持つ。

7. バリュエーション判断 適正価格（地政学ヘッジとして必須）

8. 最大のリスク  米国の財政赤字削減圧力による国防予算の一時的な凍結・削減、および新兵器開発（次世代戦闘
機等）の予期せぬ不具合による開発費用の高騰（固定価格契約リスク）。

9. 破壊の危険性  テスラやシリコンバレーの新興テック（Andurilなど）がソフトウェア防衛で台頭しているが、
ロッキードはそれらを統合、あるいは物理的プラットフォーム（機体・ミサイル）を独占しているため、共存・買
収の形でモートを維持する可能性が高い（可能性10%）。

10. 悲観シナリオ（確率 15%）

米国の極端な財政破綻懸念により、議会が国防予算
を強制的に毎年一律5%削減。新興テック企業がド
ローン制御ソフトの主導権を完全に握り、同社の物
理ハードウェア部門が「低マージンな下請け」に格
下げされる。想定20年年率リターン: 4.0%

12. 楽観シナリオ（確率 20%）

「宇宙防衛・衛星攻撃ネットワーク」および「極超
音速シールド」の完全独占に成功。NATO加盟国全体
の国防予算が対名目GDP比3.5%超へ引き上げられ、
注文が数十年分埋まる。想定20年年率リターン:

9.0%
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11. 基本シナリオ（確率 65%）  西側諸国の防衛予算増加（年率3～5%）に歩調を合わせ、F-35の保守・アップデー
ト売上と新ミサイル受注で安定成長。豊富なキャッシュで毎年一貫した自社株買いと増配を継続。想定20年年率
リターン: 6.5%

15. 重要KPI  国防省からの受注残高（Backlog）、受注成約率（Win Rate）、フリーキャッシュフロー・コンバー
ジョン率。

16. 買いの好機  政権交代や「軍縮・和解」のムードが一過性で高まり、防衛株全体がセクターローテーションで
市場から見捨てられて株価が下落した局面。

17. ポートフォリオの役割 究極の地政学リスク・カウンターヘッジ。 市場全体が戦争や国際紛争で大暴落する局面
において、唯一「逆行高」する特性を持ち、最悪の事態からポートフォリオ全体を守る防空システムとなる。
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第5部：マルチ要素比較マトリクスと目的別ランキング

1. 全厳選12銘柄の5段階多角評価表

※  各スコアは、2046～2056年の超長期スパンにおける持続可能性をアナリストの主観に基づき、客観データを統
合して評価したもの（5:  最高、1:  最低）。「現在の割安度」のみ数値が高いほど株価が魅力的（割安）であるこ
とを示す。

企業名 (Ticker)
事業の強
さ

成長
性

財務健全
性

技術変化耐
性

価格決定
力

割安
度

下落耐
性

総合評
価

Microsoft (MSFT) 5 4 5 5 5 2 4 4.5

NVIDIA (NVDA) 5 5 4 3 5 1 2 4.0

TSMC (2330.TW) 5 4 4 4 4 4 2 4.0

ASML (ASML) 5 4 4 4 5 3 3 4.0

Alphabet (GOOGL) 4 4 5 4 4 4 3 4.5

NextEra Energy

(NEE)
4 3 3 4 4 4 4 4.0

S&P Global (SPGI) 5 3 4 5 5 3 5 4.5

Visa (V) 5 3 5 4 5 4 4 4.5

Intuitive Surgical

(ISRG)
5 4 4 3 4 1 3 3.5

キーエンス (6861.T) 5 3 5 4 5 3 4 4.5

三菱商事 (8058.T) 4 2 4 4 4 5 4 4.0

Lockheed Martin

(LMT)
5 2 4 4 4 3 5 4.0

2. 目的別セグメント・ランキング

• 最も安心して長期保有しやすい（低リスク）

1. S&P Global (SPGI)（資本主義の有料関所）
2. Visa (V)（絶対的な決済ネットワーク）
3. キーエンス (6861)（圧倒的な無借金と高マージ
ン） 

• 最も高い成長が期待できる（アップサイド重視）

1. NVIDIA (NVDA)（AI並列計算の絶対王者）
2. Microsoft (MSFT)（AIエージェントの商業化リー
ダー）
3. TSMC (2330.TW)（微細化半導体の物理的独占） 
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• 現在の株価が比較的魅力的（バリュエーション割
安）

1. 三菱商事 (8058)（PER 12倍、高株主還元）
2. Alphabet (GOOGL)（AI懸念で他のテックより割
安）
3. Visa (V)（規制懸念でマルチプルの調整完了） 

• 最も期待が織り込まれている / 下落リスク大

1. Intuitive Surgical (ISRG)（PER 55倍の超過熱）
2. NVIDIA (NVDA)（シリコンサイクルの調整リスク
高）
3. TSMC (2330.TW)（地政学・台湾有事リスクの存
在） 

3. 投資資金規模別の最適組み合わせ推奨案

【1社だけ選ぶ場合】
⇒  Microsoft (MSFT): 財務健全性、クラウドのストック収益、AIの成長性の全てにおいて最もバランスが取れてお
り、今後30年で「人類の労働のインフラ」として君臨する確率が一番高いため、単一保有に最も適する。

【3社選ぶ場合（黄金の三色配置）】
⇒ Microsoft (MSFT) + S&P Global (SPGI) + 三菱商事 (8058.T)

（解説：テックの爆発的成長をMSFTで取り、資本市場の永続的利益をSPGIという最強の関所で防衛し、インフ
レと地政学分断への備えを割安な実物資源コングロマリットの三菱商事で補完する、死角のないポートフォリ
オ）。

【5社選ぶ場合（コア・サテライト最適化）】
⇒  Microsoft (MSFT) + Alphabet (GOOGL) + S&P Global (SPGI) + キーエンス (6861.T) + Lockheed Martin

(LMT)

（解説：グローバルITインフラの2大巨頭に、最強格付けデータ企業、日本の超高収益FAセンサ、そして米国防衛
のコアを追加。成長・安定・自動化・地政学ヘッジを完全に網羅したポートフォリオ）。
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第6部：アセットアロケーション戦略と戦術的エント
リー

1. 選定銘柄をベースにした3つのポートフォリオ配分例

※  個別株リスクを適切に管理するため、全世界株（VT）またはS&P  500（VOO）などの広範なインデックスを
「中核（コア）」に据え、本レポートの厳選銘柄を「サテライト（付加価値）」としてトッピングする構造を強く
推奨する。以下、トータルアセット（100%）に対する推奨配分ウェイトである。

① 安定・資産防衛重視

• インデックス(S&P500/全世界):

60%

• S&P Global (SPGI): 10%

• Visa (V): 10%

• 三菱商事 (8058): 10%

• Lockheed Martin (LMT): 10%

【特徴】ボラティリティを極限まで抑

え、高いキャッシュフロー（配当・ロ

イヤリティ）とインフレ耐性、地政学

ヘッジを重視した守りの布陣。

② 安定・成長バランス型

• インデックス(S&P500/全世界):

50%

• Microsoft (MSFT): 15%

• Alphabet (GOOGL): 10%

• S&P Global (SPGI): 10%

• キーエンス (6861): 10%

• NextEra Energy (NEE): 5%

【特徴】最も推奨される標準型。コアイ

ンデックスの平均リターンをベースに、

確度最高のワイドモート・テック株と自

動化・インフラ株でインデックス超えを

狙う。

③ 積極アグレッシブ成長型

• インデックス(S&P500): 30%

• Microsoft (MSFT): 20%

• NVIDIA (NVDA): 15%

• TSMC (2330.TW): 15%

• ASML (ASML): 10%

• Intuitive Surgical (ISRG): 10%

【特徴】中短期の調整を完全に無視

し、30年後に「AI・半導体・医療オー

トメーション」が人類の富の過半を独

占する未来に全賭けする攻めの構成。

2. 戦術的エントリー手法の提言（一括購入 vs 積立・分割購入）

主観的評価 結論として、現在の2026年7月の市場環境（S&P 500が7,500pt超、歴史的高値かつバリュエーション
割高圏）においては、資金の「一括全力投入」は絶対に避けるべきであり、「時間分散（ドルコスト平均法）およ
びバリュー平均法」の採用が最も賢明である。

【推奨される具体的買い付けアルゴリズム】
1. 初期投資枠の分割： 投資予定の全資金を「12～18分割」し、毎月定額（または定期）でインデックス、及び
MSFTやGOOGL、SPGIなどのコア銘柄を淡々と積み立てる。
2. 暴落時キャピタル・コール用現金の確保： 資金の20%～30%は、あらかじめ「短期国債やMMF」などの安全資
産にプールしておく。
3. 逆張り発動トリガー： 本レポートの第4部で示した「NVDAやTSMCのシリコンサイクル調整」「地政学一過性パ
ニック」「利上げ恐怖によるNEEの急落」などのイベントにより、個別銘柄がピークから30%以上急落した局面に
おいてのみ、プールしておいた現金から追加のスポット買増し（キャピタル・コール）を実行する。これにより、
高い期待値が織り込まれた現在の高値掴みを回避し、長期の複利リターンを最大化できる。 
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